
 

静岡県屋外広告物条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

  平成25年３月29日 

静 岡 県 知 事  川 勝 平 太   

静岡県規則第51号 

静岡県屋外広告物条例施行規則の一部を改正する規則 

静岡県屋外広告物条例施行規則（昭和49年静岡県規則第31号）の一部を次のように改正する。 

別表第１の６(2)イ中「若しくは同法」を「、同法」に、「中核市の」を「中核市若しくは屋外広告物法

（昭和24年法律第189号。以下「法」という。）第28条の規定に基づき、法第３条から第５条まで、第７条及び

第８条の規定に基づく条例の制定及び改廃に関する事務を処理する景観行政団体（以下「条例制定景観行政

団体」という。）の」に、「若しくは中核市」を「、中核市若しくは条例制定景観行政団体」に改める。 

 別表第２の２(1)中 
 

(1) 

 

野

立

て

の

も

の 

ア イ以外

のもの 

(ア) 高さは、広告塔にあつては地上

15メートル以下、広告板にあつて

は地上５メートル以下であるこ

と。 

(イ) 表示面積の合計は、30平方メー

トル以内であること。ただし、広

告塔の場合は、１面30平方メート

ル以内とする。 

(ウ) 条例第５条第３号に規定する区

域において表示し、又は設置する

広告物又は掲出物件（自己の氏

名、名称、店名若しくは商標又は

自己の事業若しくは営業の内容を

表示するため、自己の住所又は事

業所、営業所若しくは作業場に表

示し、又は設置する広告物又は掲

出物件を除く。）にあつては、条例

第３条第６号に規定する高速自動

車国道第一東海自動車道、東海道

新幹線鉄道、高速自動車国道第二

東海自動車道横浜名古屋線、道路

若しくは鉄道又は条例第５条第２

号に規定する道路若しくは鉄道か

らの距離は、100メートル以上であ

ること。 

 

イ 道標、 (ア) (イ)以外のもの 

「 

を 



 

案内図板

その他公

衆の利便

に供する

ものとし

て 表 示

し、又は

設置する

もの 

ａ 高さは、地上５メートル以下

であること。 

ｂ 表示面積は、１面５平方メー

トル以内、１個当たりの合計は

10平方メートル以内であるこ

と。ただし、５以上の者が協同

で表示し、又は設置する場合に

あつては、１面15平方メートル

以内、１個当たりの合計は30平

方メートル以内とする。 

(イ) 道路法施行令（昭和27年政令第

479号）第７条第１号の標識 

道路法（昭和27年法律第180号）

第32条の規定により道路の占用の

許可を受けたもの又は同法第35条

の規定により道路の占用を認めら

れたものであること。 

 

(1) 野立てのも

の 

ア イの地域以外の地域 

(ア) 高さは、広告塔にあつては地

上15メートル以下、広告板にあ

つては地上５メートル以下であ

ること。 

(イ) 表示面積の合計は、30平方メ

ートル以内であること。ただ

し、広告塔の場合は、１面30平

方メートル以内とする。 

イ 条例第５条第３号に規定する区

域であつて、条例第３条第６号に

規定する高速自動車国道第一東海

自動車道、東海道新幹線鉄道、高

速自動車国道第二東海自動車道横

浜名古屋線、道路若しくは鉄道又

は条例第５条第２号に規定する道

路若しくは鉄道から100メートル未

満の地域 

(ア) 道標、案内図板その他公衆の

「 

」 



 

利便に供することを目的とする

もの（道路法施行令（昭和27年

政令第479号）第７条第１号の標

識を除く。以下「案内図板等」

という。） 

ａ 事業所、営業所、作業場等

（以下「事業所等」という。）

が主要な道路に接していない

場合その他のやむを得ない場

合に当該事業所等へ案内し、

又は誘導するために表示し、

又は設置するものであるこ

と。 

ｂ 案内図板等の設置場所か

ら、当該案内図板等に表示さ

れている全ての事業所等の敷

地までの道のりが、10キロメ

ートル以内のものであるこ

と。ただし、やむを得ない事

情があるときは、この限りで

ない。 

ｃ 別図のＥ点、Ｆ点、Ｇ点及

びＨ点で囲まれた区域に、別

の案内図板等が掲出されてい

ない、又は掲出される予定が

ないものであること。 

ｄ 高さが、地上５メートル以

下であるものであること。 

ｅ 案内図板等に表示される広

告（以下「案内広告」とい

う。）の表示面積が５平方メー

トル以内であり、かつ、片面

のみの表示であるものである

こと。ただし、当該案内広告

と同一の寸法及び形状の案内

広告を、それぞれの裏側が見

えないように表示する場合に



 

限り、当該案内広告が表示さ

れる面の裏側に案内広告を表

示することができる。 

ｆ 電飾設備には、動光、点滅

照明、ネオン照明、光源が露

出した物（案内広告を直接照

らすものを除く。）その他これ

らに類するものを使用しない

ものであること。 

ｇ 事業所等に案内し、又は誘

導するための地図又は矢印が

表示された案内広告を表示し

たものであること。 

ｈ 案内広告に表示された地

図、矢印、設置場所から事業

所等までの距離その他の案内

又は誘導を目的とした表示

（案内又は誘導に係る事業所

等の名称を除く。以下同じ。）

の部分の面積（別に定める方

法により算出した面積をい

う。以下同じ。）の合計が当該

案内広告の表示面積の３分の

１以上であり、かつ、当該案

内又は誘導を目的とした表示

の部分には、それ以外の文

字、写真又は絵を表示しない

ものであること。 

ⅰ 案内広告に表示された写真

及び絵の面積（別に定める方

法により算出した面積をい

う。以下同じ。）の合計が当該

案内広告の表示面積の３分の

１以下であり、かつ、当該写

真又は絵に重ねて、文字、地

図又は矢印を表示しないもの

であること。 

に、 



 

ｊ 案内広告の地（文字、地

図、矢印、写真及び絵以外の

部分をいう。以下同じ。）の色

彩が、彩度（日本工業規格の

マンセル表色系の彩度をい

う。以下同じ。）８以下、か

つ、明度（日本工業規格のマ

ンセル表色系の明度をいう。

以下同じ。）３以上のものであ

ること。 

ｋ ｅの規定にかかわらず、５

以上の者が協同で表示する場

合にあつては、案内広告の表

示面積が15平方メートル以

内、１者当たりの表示の部分

の面積（別に定める方法によ

り算出した面積をいう。以下

同じ。）が３平方メートル以内

であり、かつ、片面のみの表

示であるものであること。た

だし、当該案内広告と同一の

寸法及び形状の案内広告を、

それぞれの裏側が見えないよ

うに表示する場合に限り、当

該案内広告が表示される面の

裏側に案内広告（５以上の者

が協同で表示するものであつ

て、１者当たりの表示の部分

の面積が３平方メートル以内

のものに限る。）を表示するこ

とができる。 

(イ) 道路法施行令第７条第１号の

標識 

   道路法（昭和27年法律第180

号）第32条の規定により道路

の占用の許可を受けたもの又

は同法第35条の規定により道



 

路の占用を認められたもので

あること。 

   

  る場合においては、相互の間隔は５メートル以上であること。 

を 

  る場合においては、相互の間隔は５メートル以上であること。 

  別図 

 

備考 

Ａ点、Ｂ点、Ｃ点及びＤ点で囲まれたものは、案内図板等とする。               」      

に改める。 

 別表第２の２(3)を次のように改める。 

(3) 条例第６条第５項の基準 

   ア 案内図板等 

    (ア) 共通基準 

     ａ 事業所等が主要な道路に接していない場合その他のやむを得ない場合に当該事業所等へ案内

し、又は誘導するために表示し、又は設置するものであること。 

        ｂ 案内図板等の設置場所から、当該案内図板等に表示されている全ての事業所等の敷地までの

「 

」 

」 

「 



 

道のりが、10キロメートル以内のものであること。ただし、やむを得ない事情があるときは、

この限りでない。 

ｃ 電飾設備には、動光、点滅照明、ネオン照明、光源が露出した物（案内広告を直接照らすも

のを除く。）その他これらに類するものを使用しないものであること。 

     ｄ 事業所等に案内し、又は誘導するための地図又は矢印が表示された案内広告を表示したもの

であること。 

     ｅ 案内広告に表示された写真及び絵の面積の合計が当該案内広告の表示面積の３分の１以下で

あり、かつ、当該写真又は絵に重ねて、文字、地図又は矢印を表示しないものであること。 

ｆ 案内広告の地の色彩が、彩度８以下、かつ、明度３以上のものであること。 

ｇ 建築物の屋上に設置するものでないものであること。 

ｈ 建築物の壁面を利用するものでないものであること。 

ｉ 塀を利用するものでないものであること。 

(イ) 個別基準 

広  告  物  等  の  種  類 
第１種特別規制地域及び第２種特別規制地域において 

表 示 し 、 又 は 設 置 す る 場 合 

１ 野立てのもの (1) 別図のＥ点、Ｆ点、Ｇ点及びＨ点で囲まれた区域に、

別の案内図板等が掲出されていない、又は掲出される予

定がないものであること。 

(2) 高さが、地上５メートル以下であるものであること。 

(3) 案内広告の表示面積が３平方メートル以内であり、か

つ、片面のみの表示であるものであること。ただし、当

該案内広告と同一の寸法及び形状の案内広告を、それぞ

れの裏側が見えないように表示する場合に限り、当該案

内広告が表示される面の裏側に案内広告を表示すること

ができる。 

(4) 案内広告に表示された地図、矢印、設置場所から事業

所等までの距離その他の案内又は誘導を目的とした表示

の部分の面積の合計が案内広告の表示面積の３分の１以

上であり、かつ、当該案内又は誘導を目的とした表示の

部分には、それ以外の文字、写真又は絵を表示しないも

のであること。 

(5) (3)の規定にかかわらず、５以上の者が協同で表示する

場合にあつては、案内広告の表示面積が10平方メートル

以内、１者当たりの表示の部分の面積が２平方メートル

以内であり、かつ、片面のみの表示であるものであるこ

と。ただし、当該案内広告と同一の寸法及び形状の案内

広告を、それぞれの裏側が見えないように表示する場合 



 

 に限り、当該案内広告が表示される面の裏側に案内広告

（５以上の者が協同で表示するものであつて、１者当た

りの表示の部分の面積が２平方メートル以内のものに限

る。）を表示することができる。 

２ 

電
柱
、
街
灯
柱
そ
の
他
こ
れ
ら
に
類
す
る
も
の
（
消
火
栓
標
識
柱
を
除
く
。
）

を
利
用
す
る
も
の 

(1) 突き出すもの 

 

ア 表示規格は、縦1.2メートル以下、横0.4メートル以下

であること。 

イ 下端は、歩道と車道の区別のある道路の歩道上では地

上2.5メートル以上、歩道と車道の区別のない道路上では

地上4.7メートル以上であること。 

ウ 個数は、１本につき１個であること。 

(2) 巻き付けるもの ア １本当たりの表示面積の合計は、１平方メートル以内

であること。 

３ 

消
火
栓
標
識
柱
を
利
用
す
る
も
の 

(1) つりさげるもの ア 表示規格は、縦0.4メートル以下、横0.8メートル以下

であること。 

イ 下端は、歩道と車道の区別のある道路の歩道上では地

上2.5メートル以上、歩道と車道の区別のない道路上では

地上4.7メートル以上であること。 

ウ 個数は、１本につき１個であること。 

 



 

別図 

 

備考 

Ａ点、Ｂ点、Ｃ点及びＤ点で囲まれたものは、案内図板等とする。 

イ 道路法施行令第７条第１号の標識 

    (ア) 野立てのものであること。 

(イ) 道路法第32条の規定により道路の占用の許可を受けたもの又は同法第35条の規定により道路の 

占用を認められたものであること。 

   附 則 

１ この規則は、平成25年10月１日から施行する。ただし、別表第１の６(2)イの改正規定は、公布の日から

施行する。 

２ この規則の施行の際現に改正前の静岡県屋外広告物条例施行規則別表第２に規定する基準に適合し、許

可を受けている屋外広告物又はこれを掲出する物件のうち改正後の静岡県屋外広告物条例施行規則（以下

「改正後の規則」という。）別表第２に規定する基準に適合しなくなるものについては、この規則の施行の

日から起算して３年間は、改正後の規則別表第２の規定にかかわらず、なお従前の例による。 
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